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長野県における結婚の特徴
坂 井 博 通
Marriage in Nagano Prefecture
Hiromichi Sakai
〔要約〕
1 他県と比較して長野県の平均初婚年齢は､男女とも､戦前戦後を通して最 も高い県の1つ
として推移している｡
2 高い平均初婚年齢は高い未婚率にはつながらない｡
3 1960年と90年の年齢別未婚率については男女とも若年層は未婚率が高いが､高年層はむし
ろ未婚率が低い｡
4 高い平均初婚年齢を年齢構造､人口性比､学歴構造等では説明できない｡
5 県内出身者同士の結婚が戦後80%程度を占めほとんど変化していない｡
1 Comparedwithotherprefectures,themeanageoffirstmarriagesinNaganoPrefec-
turehasbeenamongthehighestinJapanfromthepre-warperiodtothepresent.
2 AhighermeanageforfirstmarriageinNaganodoesnotnecessarilymeanahigher
rateofunmarriedpeopleinthepopulationoftheprefecture.
3 Forboth1960and1990,theproportionofunmarriedpeopleinNaganoPrefecturein
theyoungeragegroupisveryhigh,butintheolderagegroupisratherlow.
4 ThehighermeanageoffirstmarriagesinNaganoPrefecturecannotbeexplainedby
theagestructureofthepopulation,thesexratio,ortheproportionofthepopulationthat
hasreceivedhighereducation.
5 Inthepos卜warperiod,arelativelysteady80% ofthemarriagesinNaganoPrefec-
turehavebeenbetweenpeoplewhowerebornthere.
はじめに
万が非常に急激に変化している (ホーン川嶋
堵子(1985)､浅野素女(1994))｡日本でも近年
平均初婚年齢が上昇を続けており､未婚率の
いくつかの先進諸国では結婚や家族のあり 上昇とともに注目を集めている｡それらに注
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意が払われるのは､その動向が他の先進国と
同様に従来のライフスタイル (結婚して､子
どもを生んでという順序や形)を変え､社会
のありようすら変える可能性が大きいと考え
られているからである｡その原因については､
女子人口の高学歴化､高就業化や皆婚意識の
弱体化等さまざまな要因が挙げられている｡
ところが､初婚年齢の地域差についてはあ
まり関心をもたれてこなかった｡確かに､東
京を中心とする大都市圏の非常に高い平均初
婚年齢については言及されてきたが (庸嶋
(1995))､他の県に関してはあまり関心をもた
れてこなかったように見える｡それは､結婚
年齢の都道府県差に関して､厚生省人口問題
研究所(1990)が ｢夫妻の初婚年齢の伝統的な
地域差 (西高東低)はなくなっているばかY)
か､表日本､裏 日本による差も一貫しない｡｣
と指摘し､｢伝統的な東西差の収数は､1960年
代よりはずっと以前におこったと考えてよい
だろう｡｣と述べている事実による｡
また､｢都市性は都道府県別初婚年齢に対し
一義的な説明原理とはなり得ない｡｣と報告さ
れている｡しかし､特に長野県は､ここ何十
年間非常に高いSMAMl)(平均初婚年齢に準
じる値)を示してきた (表 1)｡そして､この
現象そのものや原因については言及されてこ
なかったが､長野県の女性のライフコースを
研究する上でも､また､結婚行動研究におい
てもその要因を明らかにすることが要請され
ている (坂井(1995))0
そこで､本稿では､まず長野県の平均初婚
年齢や配偶関係の推移等結婚に関する状況を
確認し､次に長野県の平均初婚年齢といくつ
かの社会人口学的要因の関係を検討したい｡
1 長野県の結婚状況
ト1 平均初婚年齢
平均初婚年齢は､毎年届け出られる｢(初め
て)結婚式をあげた時又は同居をはじめた時｣
(正式には婚姻という)の平均年齢である｡
年々全婚姻に占める初婚の割合は減少してい
る(1960年の87.6%から1990年の81.7%まで)
ので､初婚年齢のみに依存する結婚年齢の観
察は､結婚全体を代表しなくなってきている
ということに注意しておく必要がある｡ただ､
地域的に見た場合､初婚年齢と再婚年齢は非
常に高い相関を示しているので､初婚年齢の
みによっても結婚年齢の動向を現時点ではま
だ代表できると考えられる｡
さて､戦前戦後を通して長野県は､男女と
も平均初婚年齢 (ここではSMAMという代
替の値)が一貫して高い県に属してきた (表
1 )｡紙面の関係でここでは示さないが男を例
にとると長野県と同様にSMAMが高く推移
してきた類似の地域は､埼玉､千葉､東京､
神奈川､山梨､京都､福岡と主に大都市を含
む県が多い｡山梨県と長野県は隣接する観光
立脚県で､非常に山がちな地形でしかも東京
と関連が深い｡この両者に共通する性格が､
高い平均初婚年齢に貢献しているかも知れな
い｡逆に､非常に初婚年齢が低い県には､青
森､岩手､福島､栃木､富山､石川､岡山､
徳島､香川､愛媛があるが､高い県ほど共通
の特徴が見られない｡
1-2 配偶関係
｢配偶関係｣とは､結婚の有無と結婚相手
の死亡 を組み合わせ た ｢婚姻上 の地位｣
(MARITALSTATUS)である｡専門用語と
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表 1 都道府県別SMAMの
長野県の順位
年次 I 女 男
1920年 47 42
25 47 42
30 47 42
35 47 42
40 47 43
50 46 43
55 45 42
60 44 42
65 46 42
70 45 42
75 42 42
80 41 43
85 43 44
90 38 45
注)順位は､SMAMの低い順oSMAMに
関しては注1を参照
資料)渡辺､坂東 (1992)
しては ｢配偶関係｣よりは ｢婚姻上の地位｣
の方が適切な表現であると思われるが､ここ
では慣習にしたがう｡
｢配偶関係｣は､一度も結婚したことがな
い ｢未婚｣と現在婚姻状態にある (必ずしも
同居が必要条件ではない)｢有配偶｣と配偶者
が死亡した状態にある ｢死別｣ないし離婚後
現在も配偶者がいない状態にある ｢離別｣の
4種類に分けられるO｢有配偶｣は､初婚再婚
を問わない｡同様に ｢離別｣と ｢死別｣は前
の状態が初婚再婚であるかを問わない｡また､
｢離別｣は維婚後の元配偶者の死亡を含まな
いことに注意しておく必要がある｡
以上の定義から初婚年齢は､主に､未婚率
と有配偶率に深 く関係し､離別と死別とは間
接的な関係をもつことがわかるが､ここでは
長野県の結婚の特徴を検討したいため4つの
状態それぞれをみていくことにする｡
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1-2-1 未婚率
表2には､1960年と90年における長野県の
未婚率の都道府県順位を示してある｡1960年
も90年も男の20代では未婚率が非常に高いが､
30代から順位が低下していき､60年では30代
後半で全国中位 (23位)よりも順位が下がる
が､90年ではその動きが鈍 くなっている｡つ
まり､未婚率が比較的高く推移するようにな
っている｡それでも､50代後半からは全回中
位よりも低下する｡また､70代では､60年は
10位台の順位であったが､90年は30位台と低
下した｡
女の場合も､長野県の20代は全国でも有数
の未婚率が高い地域に位置するが､30代以降
では60年と90年では様相が異なる｡60年は､
順位の低下が非常に緩やかで､60代後半まで
未婚率が高い｡これに対して90年では､40-44
歳位まで未婚率が低下するが､それ以降再び
順位が上昇している｡
また､図 1､2は､1960年における25-29歳
の世代の未婚率 とその世代が30年後に55-59
歳になった未婚率との関係を示したものであ
る｡ただ､人口移動の影響に関しては全 く考
慮しておらず､移動の影響が全 くないと仮定
したコウホ- ト (同時出生集団)の値である｡
そうすると､男も女も1960年には未婚率が
かなり高い順位となっているが､90年には男
は全国中位以下､女も全国中位をやや上回る
程度の未婚率 となっていることがわかる｡
したがって､1960年と90年の年齢別未婚率
の結果と疑似コウホ- トによる未婚率の結果
から､長野県の高い平均初婚年齢は､高い未
婚率とはつながらないことが示唆された｡そ
れは､大都市を含む都道府県が高い平均初婚
年齢と未婚率の高い相関を示すのと対称的で
ある｡長野県は他県と比べて皆婚意識が強く､
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表 2 都道府県別にみた配偶関係諸率の長野県の順位 :1960､90年
女
60年 90年 60年 90年 60年 90年 60年
1 3 2 3 45 42 -45
5 3 3 7 41 44 44
15 6 7 21 30 40 32
32 16 8 27 6 27 14
32 18 6 28 5 22 7
40 24 7 26 2 14 6
38 26 16 19 3 ll 3
37 29 15 15 9 6 3
35 30 20 15 16 4 4
37 34 30 12 33 5 ll
18 32 33 10 34 1 21
19 34 20 9 37 ll 26
女
60年 90年 60年 90年 60年 90年 60年
43 43 46 45 44 10 46
45 44 45 44 44 22 45
43 41 44 37 41 21 44
45 38 42 33 43 35 42
43 35 37 36 42 37 37
46 37 36 34 45. 41 36
44 42 41 39 46 41 41
43 44 38 42 28 10 38
45 44 37 43 17 20 37
43 44 36 42 ll 25 36
38 46 26 34 9 17 26
37 46 19 35 7 35 19
注)順位は､率が小さい順O沖縄県を除くo
資料)総務庁統計局､『国勢調査』
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図 1 都道府県別にみた1960年25-29歳男子未婚率と1990年55-59歳男子未婚率との相関
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図 2 都道府県別にみた1960年25-29歳女子未賭事と1990年55-59歳女子未婚率との相関
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独特の結婚規範がある可能性すら示唆される｡
1-2-2 有配偶率
有配偶率に関しては､高い平均初婚年齢を
反映して､1960年と90年の両方において長野
県の若年層の順位は非常に低 くなっている
(表 2)｡しかし､1960年には35-39歳から男
は6位､女は14位となって全国中位よりも相当
高い地域となり､60-64歳まで高い地域として
推移する｡それ以上の年齢層は男は全国中位
よりもやや低め､女は高めに推移する｡1990
年は有配偶率が高い状態で30代後半まで推移
する｡そして､それ以上の年齢層は全国的に
みても高い有配偶率で推移する｡そして､1960
年には60代前半まで有配偶率が高く推移する｡
このことは､長野県が結婚に関する年齢の集
中度が高いことを物語る｡
また､未婚率の場合と同様に疑似コウホ-
トで見たのが図3､4である｡1960年には男
女とも低い有配偶率を示しているが､1990年
には男女とも非常に高い有配偶率となってい
ることがわかる｡そして､長野県は傾向一般
からはずれる位置にあることがわかる｡
むろん､有配偶率は､若年層に関しては未
婚率の他に離別率の影響を､高年層に関して
は死別率と離別率と若干の未婚率の影響を受
けることにも注意を要し､断定的な結論は下
せない｡しかし､長野県の特異性は示された
と言えよう｡
1-2-3 離別率､死別率
長野県の離別率は全国的にみてたい-ん低
い(表 2)0 1960年では､男女とも50歳位まで
は全国最低のグループに属し､男は50歳以降
でも離別率は非常に低い｡1990年では､男は
1960年よりも離別率が低 くなり､ほとんど仝
国最低となる｡これは､離婚率が低いことな
らびに再婚率が高いことが理由として考えら
れる｡離婚率に関しては､1960年には全国最
低を記録したが､それ以前も全国で5位以内の
低さにあり､その後も10位を下回ることはな
い(データ略)｡このことが離別率の低さをも
たらしていると考えられる｡また､初婚年齢
の高さ､つまり､相対的に離婚率の低い年齢
層の結婚が多いことが離婚率を小さくしてい
る可能性も考えられる｡再婚率に関しては､
今回検討をできなかったので可能性にとどめ
ておく｡
死別率については､1960年の男は20代から
50代まで非常に低い死別率で推移したが､そ
れ以上の年齢層は高い死別率 となっている
(表2)0 1990年は､1960年と全 く様相を異に
し45-54歳で死別率が低いという特徴を示す
こととなった｡1960年の女は20代30代が非常
に死別率が低 く､それ以上の年齢層もかなり
低 く推移するが50代から高くなり､75-79歳で
は全国中位よりも死別率が高い地域になる｡
1990年は特に50代から全国最低の死別率を示
すようになった｡これは､男の平均寿命の伸
長によるところが大きいと考えられる｡
2 平均初婚年齢に関する要因分析
ここでは､長野県の平均初婚年齢の高さが､
A 人口学的なみかけ B 男女の接触機会
の少なさ C 男女の属性の大きなミスマッ
チ のいずれかと関連していないかを検討す
るoデータは､1960年におけるものとする｡
それは､相対的に1990年より1960年の方が種
々の社会経済的指標に関して地域差が大きく､
要因を求めるにより容易であると考えられた
ためである｡
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図3 都道府県別にみた1960年25-29歳男子有配偶率 と1990年55-59歳男子有配偶率 との相関
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図4 都道府県別にみた1960年25-29歳女子有配偶率 と1990年55-59歳女子有配偶率 との相関
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(読) 図5 都道府県別にみた男子平均年齢と男子平均初婚年齢の関係 :1960年
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注)男子平均年齢は､20-39歳男子の平均年齢｡
図6 都道府県別にみた対数人口密度と男子平均初姫年齢の関係 :1960年
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注)人口密度は極端に大きな地域があるのでその対数をとったO
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｢A 人口学的なみかけ｣説とは､長野県
が他県に比べて､結婚が可能な若年人口の平
均年齢が高いことによりもたらされると考え
るものである｡可婚人口の平均年齢が高けれ
ば､必然的に平均初婚年齢が高くなると考え
られるからである｡
しかし､図5に示されたように都道府県別
の20-39歳の平均年齢と平均初婚年齢の相関
を見ると､全体的にはこの予測は正しくなく
むしろ負の相関が示されるが､いずれにせよ
長野県 (と山梨県)は､一般的傾向からはず
れた地点に位置し､この説では説明できない
ことがわかった｡
｢B 男女の接触機会の少なさ｣とは､長
野県が他県と比べて男女が出会う機会が少な
く､その結果平均初婚年齢が高くなっている
と考えるものである｡機会の差をもたらす社
会的な要因は､人口密度､人口移動､男女比
等が考えられる｡たとえば､長野県は人口密
度が低 く､人口移動が少ないために､結婚が
遅 くなると考えるものである｡これは､男女
に等しく働 く変数であるが､男女反対の影響
を与える可婚人口の比率 (男女比)という変
数も考えられる｡これは､男子が多い場合は
男子の結婚難で男子の結婚年齢が高くなり､
女子が多い場合には女子の結婚年齢が高くな
るとするものである｡しかし､長野県は男女
とも結婚年齢が高いため､性比仮説は男女双
方の結婚年齢の高さを説明することはできな
い｡｢人口密度説｣に関しては､図6で明らか
なように一般的には予測を支持する結果が示
されたが､長野県は例外的なところに位置し
ていた｡｢人口移動説｣に関しても､図7で明
らかなように一般的には予測を支持する結果
が示されたが､長野県はここでも例外的なと
ころに位置していた｡最後の ｢性比説｣に関
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しても一般的傾向は大体予測通 りの方向であ
るが､長野県はややはずれの位置であった(図
8)0
よって､いずれにせよ長野県の特殊性を説
明することはできなかった｡
｢C 男女の属性の ミスマッチ｣とは､長
野県の未婚男女が相互に結婚相手に求める条
件が他県と比べて食い違いが大きく､その結
果として結婚が遅れると考えるものである｡
たとえば､男子の方が女子よりも低い身長
の者が多い場合には､男女の結婚が遅 くなる
可能性である｡男の学歴が女の学歴よりも低
い者が多い場合も同様である｡もしそのよう
な個人的属性のミスマッチが長野県に多けれ
ば､長野県の晩婚を説明できることになる｡
(表3)｡しかし､表で見られるように､一般
論は成り立ったが､長野県はやはり傾向から
はややはずれた位置にあり､特殊な事情を説
明しなかった (図略)0
3 考察とまとめ
本研究では､直接とりあげることはできな
かったが､特に､妻の場合に出身地が結婚年
齢に影響を与えていることが知られている｡
たとえば､庸嶋(1995)は､東京都に関して､
妻の出生地が妻の結婚年齢に最も大きな影響
を与えていること､つまり､首都圏外出身者
が､圏内出身者と比べて有意に結婚年齢が高
く､このことが首都圏の高い平均初婚年齢に
つながっていることを見出している｡また､
出身地が夫の結婚年齢に対しても相当に大き
な影響を与えていることを見出している｡
鈴木(1990)は､｢通婚圏｣の視点から都道府
県別の県外結婚率を算出しているが､長野県
(や山梨県)における県内出身同士の結婚率
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図7 人口移動率と男子平均初婚年齢の関係 :1960年
図 8 都道府県別にみた人口性比と男子平均初姑年齢の関係 :1960年
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坂井 :長野県における結婚の特徴
表 3 いくつかの変数と平均初婚年齢との相関 二1960年
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仮 説 変 数 名 平 均 初 婚 年 齢
男 子 f 女 子
A 人 口学 的 み か けB 男 女 の 接 触 機 会 の 平 均 年 齢 男 -0.59 -0.42
女 -0.62 -0.43
人 口密度 47 38
少 な さC 男 女 の 属 性 の 転 入 割 合 0.45 0.30
性 比 25-29歳 0.47 0.30
短 大 以 上 学 歴 男 5 46
大 き な ミ ス マ ッチ 女 0.50 0.38
17歳 身 長 男 0.40 0.22
表 4 年齢別､夫妻の出身県別組み合わせ (%)
年齢 妻県内 妻県内 妻県外 妻県外
夫県内 夫県外 夫県内 夫県外
20代 75.0 8.3 4.2 12.5 24
30代 78.0 6.0 8.0 8.0 50
40代 76.7 4.5 14.3 4.5 133
50代 79.1 4.7 12.4 3.9 129
60以上 87.2 5.6 6.1 .8 125
総数 370 24 48 19` 461
80.3 5.2 10.4 4.1 100.0
資料)長野県世論調査協会 ｢われら信州人｣調査 (1994)より
表 5 年齢別､妻の父母の出身地
年齢 父母 とも 父母 とも 父だけ 母だけ 分から県内 県外 県内 県内 ない
20代 75.0 6.3 6.3 12.5 0
30代 76.8 12.5 3.6 5.4 1.8
40代 76.9 16.4 5.2 1.5 0
50代 84.6 ll.0 2.9 1.5 0
60以上 88.9 7.1 2.4 1.6 0
資料)表4に同じ｡
注)総数は表4と同じ461｡
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表 6 年齢別､妻の ｢子供の結塘相手の出身地に対する希望｣ (%)
年齢 どちらかと どちらかと こだわら 分からないいえば県内 いえば県外 ない
20代 18.8 2.1 60.4 18.8
30代 23.2 1.8 69.6 5.4
40代 22.4 1.5 70.9 5.2
50代 33.8 2.2 60.3 3.7
60以上 46.0 0.8 51.6 1.6
資料)表4に同じ｡
注)級数は表4と同じ461｡
が､全国的に見てここ20-30年､高く推移して
いることを示している｡
長野県に現在居住している者に関して夫婦
の出身を調べると､長野県出身者同士の婚姻
が80%程度と非常に高い(表4)｡年齢別に細
かく見ても年齢が若いほど値が小さくなるが
大体80%弱が県内出身者同士の結婚である｡
また､調査対象者の両親の出身が県内同士
である割合も全体の80%弱で､本人と配偶者
の出身データとほぼ呼応していると考えられ
る(表5)｡ただ､県内出身者と県外出身者と
をあわせて見ると､20代､30代に関しては､
両親が県内出身者である割合が若干小さい｡
したがって､配偶者選択の機会は､少なく
とも戦後はほとんど変化がないことが示唆さ
れた｡これは､長野県の ｢人口の停滞性｣に
よると思われる (坂井(1995))｡
このように見てくると､東京の場合には､
多くの県外出身者が結婚年齢を高めているが､
長野県の場合には､むしろ逆の可能性が考え
られる｡つまり､県内出身者の配偶者選択の
可能性が小さく､それが平均初婚年齢の高さ
を生んでいるとも考えられる｡しかし､結婚
相手として特に県内出身者にこだわってはい
ないようである(表6)｡現実に県内出身者と
しか出会わないという可能性が大きいと思わ
れる｡
ところで､本稿において人口学的､社会学
的なマクロの構造が初婚年齢に影響を与える
という仮説では長野県の平均初婚年齢の高さ
の特殊性を説明できなかった｡そこで､いく
つかの他の可能性を最後に示しておく｡
まずは､豊かな自然環境やよい労働環境が､
配偶者選択行動よりも趣味や仕事に生きがい
を求めさせているために結婚が遅 くなってい
るという可能性である｡つまり､豊かな独身
生活が結婚を遅 くしているという仮説である｡
このことは都道府県別の ｢生活時間｣の調査
や､生活満足度の県別比較等で明らかになる
かも知れない｡
次は､婚姻届を出すのが他県よりも遅いと
いう可能性であるOつまり､何らかの理由で
同棲期間が他県よりも長かったり､あるしき
たりで実際の婚姻が遅れるということである｡
また､配偶者選択にあたって他県よりも時
間をかけているという可能性も考えられる｡
長野県の離婚率は他県と比べて非常に低いが､
このことが結婚に対する慎重度を示す指標で
坂井●長野県における結婚の特徴
あるならば､大いに考えられる仮説である｡
一般に日本全体では､男女が知 り合ってから
結婚するまでの期間が長 くなっていて､この
ことが初婚年齢を上昇させているのに貢献し
ている(厚生省人口問題研究所(1993)).知 り
合って結婚するまでの期間を､知 り合って婚
約するまでの期間と婚約から結婚するまでの
期間に分けると､後者はほとんど変化が無 く､
前者が長 くなって初婚年齢が高 くなっている
ことが知られているが､長野県の初婚年齢の
高さが､どの時点の影響であるのかを特定す
る必要もあるだろう｡
ところで､長野県の高い平均初婚年齢が高
い未婚率にはつながっていないこともたい-
ん興味深い｡たとえば､1960年でも90年でも
長野県の50代の有配偶率は男女 とも非常に高
かった｡これは､若年層-の結婚-のプレッ
シャーとなるだろう｡つまり､未婚者の周り
の年配者に有配偶の者が多く､｢結婚はするも
のである｣いう印象を無意識に与えているこ
とになるからである｡戦前､戦後を通して変
わらぬ結婚年齢と有配偶率の高さは､それ自
体がすでに無意識の伝統となっている可能性
もある｡
本稿で示したように社会経済的変数では婚
姻に関する長野県の特殊性を説明できなかっ
た｡今後は県民性や特有の結婚規範に関する
側面について実証的に検討していく必要があ
ると思われる｡
注1)SMAM とはSINGULARMEANAGEOF
MARRIAGEの略称で､平均初婚年齢が得られ
ない場合に､人口の配偶関係から統計的に導かれ
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る平均初婚年齢の近似値である｡
参考文献
浅野素女､1994､『フランス家族事情』､岩波書店
今泉洋子､金子隆一､1985､｢配偶者選択の現状-
｢結婚に関する人口学的調査｣の結果から｣､『人口
問題研究』､第173号､pp.1-21.
大谷憲司､1989､｢初婚確率と第1子出生確率の
ProportionalHazardsModel分析｣､『人口問題
研究』､第45巻2号､pp_46-50.
厚生省大臣官房統計情報部､1987､『婚姻統計 人
口動態統計特殊報告』
厚生省人口問題研究所､1983､『昭和57年第8次出
産力調査 (結婚と出産力に関する全国調査)第Ⅰ
報告書 日本人の結婚と出産』 実地調査報告資
料
厚生省人口問題研究所､1988､『昭和62年第9次出
産力調査 (結婚と出産に関する全Bl調査)第Ⅰ報
告書 日本人の結婚と出産』 調査研究報告資料
厚生省人口問題研究所､1990､『出産力調査に基づ
く結婚と出生の地域分析』 調査研究報告書資料
厚生省人口問題研究所､1993､『第10回出生動向基
本調査』 調査研究報告書資料
坂井博通､1995､｢長野県における女性のライフコ
ースとその生活環境の特徴｣､『清泉女学院短期大
学研究紀要』第13号､pp.15-33.
鈴木透､1987､｢札幌･仙台･福岡3市における初
婚年齢と未婚率の要因分析｣､『家族研究年報』､
No13､pp.23-34,
鈴木透､1990､｢日本の通婚圏 (1)地理的通婚
圏｣､『人口問題研究』､第46巻第2号､pp.17-32.
唐嶋清志､1995､｢東京の結婚年齢 '1993年子育て
環境調査から｣､日本人口学会関東東北地域研究
発表部会配布資料
ホーン川嶋堵子､1985､『アメリカの女性』 岩波
書店
渡辺吉利､坂東里江子､1992､｢都道府県別SMA
Mと未婚率の推移｣､『人口問題研究』第47巻第4
号､pp.58-68.
